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・第６９回理事会の概要（平成21年9月4日）
　　議案審議に先立ち、ＮＰＯ全国調査業協会連合会の理事会の概要報告があった。

第１号議案　全国団体の動きについて

　この議案に基づき、会長以下、出席各理事から下記のような意見が交わされた。

日調協が愛媛、香川県など四国、兵庫などで研修会を計画または実施している。また、東京の協同組合は１０月７日に池袋のホテルメトロポリタンで研修会を開催するなどの報告があり、関連して出席理事から日調協は東京、愛知などでも研修会を開催したとの情報があった。

　日調協は研修会の開催に動いてはいるが、協会活動そのものを活発化させている、というような動きは見られないし、そのような情報もない。

　会員への情報提供という点でいえば、警察庁とすり合わせした契約前書面、契約後書面などの書類については、全調協・関調協の全ての会員に提供すべきだ。

第２号議案　会員増強について

　大阪府内届出業者約３７０社に入会案内を発送したが、入会希望者はゼロという結果報告があった。

　これについて出席理事から奈良県・滋賀県は、業者数こそ少ないが組織されていない業者が存在する可能性があるという意見が出され、兵庫県も含め入会案内の送付を検討することで意見の一致を見た。

・第７０回理事会の概要（平成21年10月23日）
　議案審議に先立ち、会長は先に予定された全調協理事会は台風で延期され、理事会の報告事項はないこと述べて議案審議に入った。

第１号議案　会員増強について

　先に理事会決定された会員増強策の『届出業者への入会案内』について会長は、奈良県、和歌山県に対して名簿の申請手続きを済ませたことを報告し、京都府・兵庫県を含め入会案内の送付について意見を求めた。理事会は京都府、奈良県を対象に入会案内の送付を決定した。

（関連する報告事項）
＊　関調協会員証について →　大阪協同組合の様式を参考に作成する。

＊　退会届　→　　㈱京都総合リサーチ　退会
第2号議案　会報発行について

来年１月に会報の発行を予定し、各理事に原稿の執筆を要請した。

第3号議案　業界情勢と関係団体の動向

　10月1日付で警察庁の担当課長補佐に異動があり、あらためて警察庁へ10月22日、新任の濱口課長補佐を表敬訪問し名刺交換、同時に先の陳情書を新任者に手渡したことを伊藤理事が報告。

・第７１回理事会の概要（平成21年12月18日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　会長報告

・　先の理事会にて報告のクレーム問題につき、申し出人が事情によりクレームを取り下げることになった旨を報告した。

・　入会案内送付について、奈良３８社、和歌山４２社を把握できたので送付する。
第１号議案　会報発行について

　会報発行に伴う原稿の執筆を出席理事に要請し、原稿提出の期限を１２月末とすることで、各理事は了承した。

第2号議案　業界情勢及び関係団体の申し入れについて

他団体から在阪調査業団体の１本化の必要性を述べたうえ、相互認識を調整する話し合いの機会を持つ提案があった旨が理事会に報告され、その対応について各理事の意見を求めた。各理事とも現状打開を話し合う必要性について異論はなく、その日程調整について了承した。

第3号議案　教育研修会について

　NPO全調協が東京開催で研修計画を進めている。関調協は実施についてどのようにすべきかにつき理事に意見を求めた。その結果、今回は全調協の研修開催に『協賛』することで意見の一致をみた。

　「　新春放談　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信

　　新年明けましておめでとう御座います。会員の皆様には清清しい新年を迎えれたこととお喜び申し上げます。

私は、自社のホームページ（http://www.ks110.com/hm/）上で「調査会社の社長ブログ」と題し、５年程前から、その日その時にあった事、疑問に思っている事を週１でブログに書いおり、その一部を引用させてもらいます。
「昨年末、御用納めの日のブログ」から
　毎年の事ながら過ぎ去った１年は実に早い。苦しい時の１分はとても長いが楽しい時の時間はアッと云う間。 時間の長さは世界共通であるが、感じる長さは人により皆違う。また、同じ人でも気分や状況によってその都度違う。 そんな事を考えていると何が正しいのか、何が違うのか、よく判らなくなってくる。 曰く、「百万人の人が居れば百万の正義がある」 と云うのもうなずける。

　　　　そこでひとくさり、今年強く感じた事を書くことにする。以前はよくこのブログで人権問題の愚痴を独善的に並べ立てていたが、 暖簾に腕押しで、書けば書くほど空しくなってくる事を悟り、敢えて避けて来た。だが、今年ももう終わり、 この事実にだけは触れない訳には行かない。

　　　　今年、死体遺棄事件で逮捕された市橋達也容疑者と云えば、誰でもその事件背景と逃亡振りは脳裏に浮かぶと思う。この市橋達也、 仕事を転々とし最後は住み込みで土建会社に勤務していたと云う。逃亡期間中、偽名を使い、容姿も変え、履歴は全て詐称し、 就職する先々で嘘八百を並べたてて勤めていたものと思われる。そして最後に勤めていた土建会社は、元受会社より大目玉。 「従業員の身元も確認せず誰でも採用しているような会社とは今後取引をしない」 とのお達しで、取引停止になったとか・・・。

　　　　ここで少し考えてみよう。厚生労働省は、「採用調査は差別に繋がるおそれがあるから、しないように」 との行政指導を一貫して行っている。所謂、試験と面接で採否を決めなさい、履歴確認、前職での勤怠確認、 住所氏名の確認など人に関する調査はしてはいけない、とのお達しである。で、そのお達し通りに従業員を採用していると、 取引先から大目玉と云う事になった。

　　　　企業は取引先の信用を失えば終わりである。信用を築くには相応の年月と努力とを要するが、失墜するのは一瞬である。 「企業は人なり」、 とは言い古された言葉であるが今の情報社会でも何ら変わることはない。やはり「企業は人なり」である。その企業の礎である人の採用に関し、調べる事は望ましくないとはどう云うことか。 

　　　　厚生労働省や人権団体は、人に関する調査を一くくりにして「身元調査」と云い、身元調査は差別につながるおそれ云々として 指導しているが、実は身元調査の定義を問うとまともに答えられない。 また、一般にも身元と云う言葉は千差万別に使われており、 その人、その状況によって使われ方が違う。そんなアバウトな言葉であるにも関わらず、身元調査と云う言葉を使っている。ある意味、 今の個人情報保護に似たようなところがある。

　　　　こんなブログで昨年を占め括ったが、本年１月７日の朝日新聞夕刊（東京）に、“市橋被告雇って苦境”「身分確認甘い」と取引停止、と題した記事が掲載されていた。「昨年１１月、市橋被告が働いていたことが報じられると、同社にはその日から『未来永劫、取引はやめたい、ほかの作業員は大丈夫か』といった問い合わせが相次いだ。とあり、大阪府中小建設業協会は加盟社に、身元が明らかな作業員を雇うよう指導している。協会の岡野三郎会長は、「今は労働法制も整備され、使用者の責任も厳しく問われる」と話す。との記事が掲載されていた。

この記事が何を意図して書かれたか私にはよく判らないが、何れにしても厚生労働省のご指導に従い、本人申告を信じ、身元確認もせずに面接重視で採否を決定したら、「未来永劫、取引はしない」と云う事が現実に起ったのである。たまさか運が悪かったでは済まされない。経営者は、企業の発展に努め従業員の雇用の安定を図る責務を負わされている。ところが厚労省は、そんな事はお構いなし。採用調査の中味など全く把握もしないで、「身元調査（採用調査）は差別につながる・・・」と、金科玉条の如くのたまり指導している。

しかし、我ら業界団体は行政に物申す事無く、ただただ忍の一字で耐えてきた。結果が今の成すすべも無いほどの業界不況である。私は、「警察官が窃盗しても、ある意味仕方がない。しかし、泥棒が警察官に成ることがあってはならない」と云うのが信条で、２３歳の時から４０年、人事調査一筋にこの業に携わって来た。そして、業界活動を通じ同和差別解消に努力してきたにも関わらず、未だ大手を振って大道を歩かせては貰えない状況にある。

今年は今一度初心にかえって、真の業界活動のあるべき姿を考えてみたいと思う。会員の皆様のご理解ご協力の下に、一生懸命頑張りたいと思いますので、本年も宜しくお願い申し上げます。
「幸せを呼び込む言葉」　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康

新年、明けましておめでとうございます。

昨年は、政権交代を掲げた民主党が大勝し、自民党が大敗を喫するという政変が起こり、期待と不安を抱えたまま寅年の新年を迎えました。

『政治とカネ』の問題がクローズアップされ、小沢一郎幹事長と鳩山由紀夫首相との一蓮托生の構図が見え隠れし、一つ間違えば、寅年は、変化が起こる年ともいわれ、またまた政権奪還が起こる可能性すら感じられる。

不安定な政局は、新年から異常な荒れ模様を呈しており、世界における日本の立場は、そしてその信頼関係はどうなっていくのか、予断を許さない厳しい状況下にあるといえる。

不透明な時代にこそ、調査の必要性が認められ、調査業の社会的認知のチャンスかと張り切ってみたが、経済環境は冷え込み、失業率の高まりと、老後への生活の不安や今後の見通しの立たない経済状況は、人々の心まで萎縮させ、調査業の社会的認知どころか、その日の仕事にまで不安を感じさせるようでは見事に期待はずれとしか言いようがない。

業容は振るわず、政治の乱れが根本的な景気回復を阻み、その上に雇用の不安も増大し、これからの日本はどうなっていくのかと考えるだけでも、心が暗澹となり休まらない新年を迎えることとなりました。

全ての面で”冬の時代“が到来した(少し大げさかなぁ？)。でも、こういう時こそ、そういう心にまどわされず「結構や、今日も良い日や」と胸を張ってニコニコと生きて行きたい。

　現れて来る事を全て良い方に考え、良い言葉で、日々心を明るくしましょう

「心を開き幸せを呼び込む言葉を！！！！」

毎日心に込めて大きな声で唱える言葉です。（なんだか宗教じみてきましたが？）

　

「今日は　まことに良い日やなあ

まことにええ日やなあ　　　結構な日やなあ

まことに嬉しい日やなあ　　　喜びの多い日やなあ

今日はまことにありがたい日や　　嬉しいなあ」

どんなことがあっても、このように繰り返すことによって、昔から言われる「笑うかどには福が来る」「感謝の気持ちが、よき導きに巡り会う」と考え直してはいかがでしょうか？

こんな時節だからこそ、落ち込まず、引きずられず、逆らわず、悩まず、泣かず、急がず、一つの信念を持って、明るく、愉快に、前を見て歩めば、きっと「まことに良い日やなぁ」と心から思える日が続くことを信じて・・・・・・。

「最近のニュースから」　　　　　　　　　　　　専務理事　伊 藤 寿 彦

今年、各社のトップが発表した年頭所感は、条件つきながら後半に景気改善を期待する声が見受けられました。

消費者心理としては、たとえ景気の良い話題があったとしても、ニュースなどで現実の厳しい状況に接したり、身近な人から伝わる情報は悲観的なものが多く、こちらが元気を回復するまでには至りません。

しかし、少数とはいえ、中小企業の中にこれまでのモノ作りの経験や、新技術を応用して新製品の開発に向けて努力している人たちが、会社の未来を託すため取り組んでいる報道がありました。そこに取材の目を向けたスタッフに共感を抱きます。

やれJALが破たんした、税収が予想を下まわる、手元現金高の減少、生活支援の相談窓口に列ができた等々、暗いニュースが多すぎます。それが現実だといえばそれまでですが、消費者心理の委縮を手助けしているように思われ、もう少し取り扱いに工夫あってもよさそうに、と思われます。

昨年の暮れのこと、脳学者としての著作が多数ベストセラーになり、テレビでレギュラー番組にも出ている超売れ子の先生が、税務署から多額の所得申告漏れを指摘されたニュースがありました。そのときのご本人のコメントが「多忙でまったく考えていなかった」というのを聞き、思わず笑ってしまいました。

その先生に悪意がなかったことは間違いないでしょう。脳組織の複雑な働きと仕組みについて最新の情報を得ている学者が、税金のことを忘れていたという事実は、凡人である自分の脳の働きを考え合せると、いまでも笑えます。

これから社会に出ようとする人は、長い就活のシーズンになります。とても大変な時代ですが、戦後の食糧難・就職難の時代を生きてきた者から見れば、これまでの日本は平和ボケと贅沢で水ぶくれしており、この社会システムを解体し、再構築する――リストラという言葉本来の意味です――行動が、これからの時代に必要という自覚が、政治家も経営者も、そして市民社会を形成する大人たちも、しっかりと認識できれば、必ず乗り切るものと思われます。

調査業界はいま、不況に苦しんでいて、過去の盛況――という言葉が適切かどうか――は夢物語になっています。不況の２番底が回避され、景気が安定的に推移するようになれば、社会全体が落ち着きを取り戻し、調査を必要とする場面の復活があるものと信じています。それまでの間、自社の支出構造にメスを入れて無駄を省き、調査業として贅肉のない均整のとれた体質に改善して、次の成長期に備えたいと思います。
　　　　

役に立つ法律問題　　　　　　ケーススタディ
相殺について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　小山　章松

（相談内容）

　弊社（Ｘ社）はＹ社に売掛金を支払期日８月末日２００万円、９月末日３００万円、１０月末日２００万円の合計７００万円を有しています。他方、Ｙ社に対し買掛金として、支払期日８月末日３００万円、９月末日１００万円、１０月末日３００万円を負っております。

　ところが、Ｙ社は８月１５日に２回目の不渡り手形を出し、事実上倒産しました。昨日（８月１９日）Ｙ社の顧問弁護士から、近く裁判所に破産か民事再生の申立をするとの通知がきました。弊社としては、売掛金と買掛金を相殺（そうさい）したいと考えていますが、注意しなければならない点をご教授して下さい。なお、税務署からもＹ社に対する買掛金についての調査がありました。問題になる点を教えて下さい。

（回答）

相殺（そうさい）
　１．債権を回収する手段としては最良の方法です。

　　　売り先が倒産したら、売掛金は回収できなくなってしまう。

配当を受けたとしても、１割戻ってきたらよい方です。

２．相殺できるための要件（相殺適状）は、民法第５０５条に規定しています。

（1）相殺は相手方に対し、同種の債権と債務を有する場合に、その債権（売掛金）と債務（買掛金）を対等額において消滅させる行為です。相手方に対する口頭、書面での通知で足ります。

　　　　相殺の意思を証拠上明らかにするためには、書面で意思表示をするのが良いと思います。相手方の行為は何ら必要ありません。

　（2）両債権がともに弁済期にあることが必要です。

　　　　ＸのＹに対する売掛金は

　　　　　　８月末日　　　２００万円

　　　　　　９月末日　　　３００万円

　　　　　１０月末日　　　２００万円

　　　ですので、Ｘが８月末日に相殺できるのは原則として２００万円です。

　　　　９月末日、１０月末日支払期日の売掛金は弁済期にないからです。

　　　　しかしＹが破産の申立てをし、破産宣告を受けたときは、Ｙは期限の利益を主張することができませんので（民法第１３７条）、ＸのＹに対する売掛金全額７００万円と買掛金全額７００万円は、破産宣告後弁済期にあることになりますので、対等額において相殺できます（ＹのＸに対する支払期日９月末日、１０月末日の売掛金は、Ｘが期限の利益を放棄すればよい｡）。

　　　従って、相殺によりＸ、Ｙ間の債権・債務は.消滅してしまいます。

　　　Ｙが民事再生の申立てをした場合は、Ｙは当然には期限の利益を喪失しませんので、８月末日に全額相殺することは無理です。

３．いつまでに相殺の意思表示を、誰に対してしたらよいのか。

・Ｙが破産の申立てをした場合

　　　（1）Y社が破産の申立てをし、破産宣告を受けるまでは、Ｙ社に対して相殺の意思表示をして下さい。

　　　（2）Y社が破産宣告を受けたら、相殺の意思表示は裁判所から選任された破産管財人に対してして下さい。（破産宣告後は、Ｙ社の処分管理権限かすべて破産管財人に移ります｡）

　　（3）破産法には相殺の意思表示の時間的制限規定かありませんので、理論的には破産手続終了まですることができますが、それまでにＹの破産管財人が債権回収のため、Ｘに対して売掛金の請求をしてくると思いますので、遅くともその時までに相殺の意思表示をするのがよいでしょう。

　　　　　できるだけ早くする方が経理上整理できます。

・Yが民事再生の申立てをした場合

　　　（1）Yが民事再生の申立てをした場合は、民事再生法第９２条に、債権届出期間満了までに両債権が弁済期にある必要があり、相殺の意思表示も債権届出期間満了までにしなければならない､との時間的制限を規定しています。

　　　　　前に「民事再生法の概説」で書きました様に、東京地裁、大阪地裁のように大きい裁判所では、原則として民事再生の申立時から約１５日ぐらいで開始決定がなされ、開始決定から約１ケ月ぐらいが債権の届出期間の満了日になります。

　　　　　したがって、民事再生の申立から債権届出期間満了までは、約１ケ月半ぐらいしがありませんので､できるだけ早く相殺の意思表示をして下さい。

　　　　　そうでないと、ＸのＹに対する買掛金は全額支払わなければならなくな　　　ります。

　　　　　　反対にＸのＹに対する売掛金は、再生計画案に従って、５年間で２割程　　　度の金額しか回収できないことになります。

　　　　（2）民事再生の場合は、原則として管財人は選任されませんので、相殺の意　　　思表示はＹ社に対してしなければなりません。

４．税務署がＸのＹに対する買掛金を、その破産宣告が出る前に差し押さえ、Ｘ　に買掛金の請求をしてきた場合、Ｘは税務署に支払わなければならないか。
　　（1）XのＹに対する売掛金が税務署の差押前に存在しておれば、差押時に売掛金の弁済期が到来していなくても相殺できます。

　　　　本問の場合、ＸのＹに対する売掛金は差押前に存在していましたから、相殺適状になればＸのＹに対する買掛金と相殺できます。従って、Ｘは税務署に支払う必要はありません。（民法第５１１条の判例の解釈）

〈教　訓〉

　　１．経営状態の悪い会社との取引には、必ず売掛金だけでなく、買掛金も作っておくこと。相殺することにより、確実に売掛金が回収できることになる。

　　２．取引先との取引基本契約書に必ず期限の利益喪失の規定を設けること。

　　〈例〉取引の相手方が支払停止、破産申立、民事再生の申立、会社更生の申立、会社整理の申立、特別清算の申立をした場合は、当然に期限の利益を喪失する　との条項を入れる。

会員コーナー

「幸せの方程式」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松田　廣信
　この世に生を受けて幸せを願わない人は先ず居ないでしょう。ところが、 幸せになる為の方程式を持っている人は意外と少ない。それが証拠に、不平不満は口にする人は多いが、幸せを口にする人は意外と少ない。 
　何故なのだろう。それは「幸せの方程式」を知らないから。 
　不平不満を幾ら口にしても幸せにはなれない。否、寧ろ不平不満、取越し苦労、怒り、怖れ、嫉妬、嫉み、 憎悪等と云う消極的な感情を口にすると、より以上口にした言葉が増幅して、自分自信の心を暗くする。心が暗くなると不幸を感じる。 なのに、多くの人は消極的な言葉を平気で口する。幸せに成ろうと願っているのに不幸に成る事を平気で行なっている。 非常に矛盾したおかしな行ないである。ところが大半の人はその事に気がついていない。
幸せの方程式は、「明るく、楽しく、、元気なこと、何時も積極的な事を考え、それを口にすること。怒り、 悲しみ、不平不満、取越し苦労など消極的な事はできるだけ考えない、また、それを口にしないこと」。 
　その為には、寝際の心がけに気をつけよう。どんな事があっても寝床に入ったら消極的（怒り、悲しみ、煩悶・・・）な事は考えない。でも、頭から離れず考えてしまう。　ところが、人は２つの事を同時に考えられない。だから、敢えて楽しかったこと、積極的なことを想像する事に努めよう。それも出来なければ、積極的な本でも読んで、寝際だけは心を楽しませてあげなさい。すると、徐々に潜在意識がマイナスからプラスに転じてくるはず。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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